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設
備
工
事
は
、建
設
工
事
の
中
の

一
つ
に
分
類
さ
れ
、さ
ら
に
工
事
内
容
に

よ
っ
て「
電
気
工
事
」「
管
工
事
」「
機

械
器
具
設
置
工
事
」「
電
気
通
信
工

事
」「
熱
絶
縁
工
事
」「
消
防
施
設
工

事
」「
さ
く
井
工
事
」「
そ
の
他
の
設
備

工
事
」に
分
け
ら
れ
ま
す
。ま
た
、設
備

工
事
の
完
成
工
事
高（
元
請
完
成
工

事
高
+
下
請
完
成
工
事
高
）は
、建
設

工
事
全
体
の
約
25
％
を
占
め
て
い
ま
す

（
図
1
）。

　
建
設
業
界
の
大
き
な
特
徴
と
し
て
、

総
合
工
事
業
者
を
頂
点
と
し
た
ピ
ラ

ミ
ッ
ド
型
の
取
引
構
造
と
な
っ
て
い
る
こ

と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　
設
備
工
事
業
者
は
総
合
工
事
業
者

や
ハウ
ス
メ
ー
カ
ー
等
と
いっ
た
元
請
工
事

業
者
の
下
請
事
業
者
と
い
う
位
置
付
け

で
建
設
工
事
の
一
部
を
担
う
ケ
ー
ス
が

多
く
、設
備
工
事
の
完
成
工
事
高
は
、

概
ね
建
設
工
事
全
体
の
完
成
工
事
高

に
比
例
し
て
い
ま
す（
図
2
）。

　
但
し
、設
備
工
事
の
中
で
も
、電
気

通
信
事
業
者
や
機
械
器
具
設
置
工
事

業
者
に
つ
い
て
は
、通
信
事
業
者
、発
電

事
業
者
と
いっ
た
施
主
か
ら
直
接
受
注

を
受
け
る
ケ
ー
ス
も
多
く
あ
り
ま
す
。

　
九
州
・
沖
縄
の
設
備
工
事
元
請
完

成
工
事
高
は
、2
0
1
3
年
度
以
降
、

メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
建
設
、太
陽
光
パ
ネ
ル
設

置
工
事
等
が
牽
引
す
る
か
た
ち
で
特
に

「
電
気
工
事
」が
大
き
く
伸
び
て
い
ま
す

（
図
3
）。

　
一
般
財
団
法
人
建
設
経
済
研
究
所

の
建
設
市
場
の
中
長
期
予
測
に
よ
れ

ば
、「
経
済
が
足
元
の
潜
在
成
長
率
並

み
で
推
移
す
る
と
仮
定
し
た
モ
デ
ル
で
は
、

建
設
市
場
全
体
は
今
後
縮
小
し
て
い
く

見
込
み
」と
な
って
お
り
ま
す
。

　
要
因
と
し
て
は
、今
後
イ
ン
フ
ラ
等
の

更
新
需
要
増
加
に
伴
い
、維
持
・
修
繕

は
伸
び
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
一
方
、

人
口
減
少
に
伴
い
、建
設
投
資
額
が
大

き
く
縮
小
し
て
い
く
た
め
で
す（
図
4
）。

　
ま
た
、再
開
発
が
進
む
東
京
や
、「
天

神
ビ
ッ
グ
バン
」・「
博
多
コ
ネ
ク
テ
ィ
ッ
ド
」

が
本
格
化
す
る
福
岡
都
市
部
と
いっ
た

人
口
集
積
地
域
と
過
疎
化
進
行
地
域

と
の
間
で
は
、更
な
る
二
極
化
も
考
え

ら
れ
ま
す
。特
に
、九
州
に
お
い
て
は
、人

口
減
少
が
全
国
平
均
を
越
え
る
ペ
ー
ス

で
進
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、建
設
市
場
の

縮
小
・
二
極
化
も
全
国
平
均
を
上
回
る

水
準
で
進
む
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　　　
建
設
技
能
労
働
者
過
不
足
率
の
推

移
を
み
る
と
2
0
1
2
年
以
降
、「
建
設

工
事
全
体
」「
設
備
工
事（
電
気
工
事
・

管
工
事
）」と
も
に
不
足
の
状
態
で
推

移
し
て
い
ま
す（
図
5
）。

は
じ
め
に

〜「
設
備
工
事
」と
は
〜

●
変
化
①

中
長
期
的
な
建
設
市
場
の
縮
小・二
極
化

取
り
巻
く
環
境
の
変
化

　
ま
た
、建
設
業
の
就
業
者
の
年
齢

構
成
を
み
る
と
、全
産
業
に
比
べ
55
歳

以
上
の
割
合
が
高
く
、「
人
材
の
高
齢

化
」が
進
ん
で
い
ま
す（
図
6
）。建
設
業

の
全
就
業
者
の
う
ち
55
歳
以
上
の
割

合
が
34
・
8
％
を
占
め
て
お
り
、こ
の
年

代
が
退
職
し
て
い
く
こ
と
を
考
え
る

と
、将
来
的
に
も
人
手
不
足
の
状
況

が
続
く
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　　
今
後
、事
業
者
は
中
長
期
的
な
建
設

市
場
の
縮
小
・
二
極
化
に
向
け
て
、よ
り

専
門
性
の
高
い
工
事
に
進
出
す
る
こ
と

を
通
じ
た
付
加
価
値
の
向
上
や
、事

業
領
域
・
事
業
エ
リ
ア
の
拡
大
に
よ
る
新

た
な
市
場
開
拓
へ
の
取
組
み
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

 

そ
の
中
で
も
、イ
ン
フ
ラ
等
の
更
新
需

要
が
見
込
ま
れ
る
リ
フ
ォ
ー
ム・リ
ニュ
ー

ア
ル
工
事
の
取
込
み
を
図
る
こ
と
は
有
効

な
選
択
肢
と
考
え
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
環
境
に
対
応
す
る
た
め

に
は
人
材
確
保
が
不
可
欠
で
あ
る
こ

と
か
ら
、知
名
度
の
向
上
、従
業
員

の
待
遇
改
善
、女
性
・シ
ニ
ア
・
外
国
人

の
活
用
を
視
野
に
入
れ
た
取
組
み
を

検
討
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
に
な
っ
て

く
る
と
考
え
ま
す
。

●
変
化
②

　人
手
不
足

●（図3）九州・沖縄の工事種内容別の元請完成工事高推移

■その他の設備工事
■機械器具設置工事

■管工事
■電気通信工事

■電気工事

（出所）国土交通省「建設工事施工統計調査」を基に作成
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●（図1）建設工事の内容

（出所）国土交通省「平成29年度建設工事施工統計調査」を基に作成
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完成工事高（元請完成工事高+下請完成工事高）約87兆円に占める工事高の割合

●（図2）九州・沖縄の完成工事高（建設工事全体・設備工事）推移

（出所）国土交通省「建設工事施工統計調査」を基に作成
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調査レポート

設備工事業界を取り巻く環境の変化と
今後の事業者の方向性
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ま
た
、建
設
業
の
就
業
者
の
年
齢

構
成
を
み
る
と
、全
産
業
に
比
べ
55
歳

以
上
の
割
合
が
高
く
、「
人
材
の
高
齢

化
」が
進
ん
で
い
ま
す（
図
6
）。建
設
業

の
全
就
業
者
の
う
ち
55
歳
以
上
の
割

合
が
34
・
8
％
を
占
め
て
お
り
、こ
の
年

代
が
退
職
し
て
い
く
こ
と
を
考
え
る

と
、将
来
的
に
も
人
手
不
足
の
状
況

が
続
く
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　　
今
後
、事
業
者
は
中
長
期
的
な
建
設

市
場
の
縮
小
・
二
極
化
に
向
け
て
、よ
り

専
門
性
の
高
い
工
事
に
進
出
す
る
こ
と

を
通
じ
た
付
加
価
値
の
向
上
や
、事

業
領
域
・
事
業
エ
リ
ア
の
拡
大
に
よ
る
新

た
な
市
場
開
拓
へ
の
取
組
み
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

 
そ
の
中
で
も
、イ
ン
フ
ラ
等
の
更
新
需

要
が
見
込
ま
れ
る
リ
フ
ォ
ー
ム・リ
ニュ
ー

ア
ル
工
事
の
取
込
み
を
図
る
こ
と
は
有
効

な
選
択
肢
と
考
え
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
環
境
に
対
応
す
る
た
め

に
は
人
材
確
保
が
不
可
欠
で
あ
る
こ

と
か
ら
、知
名
度
の
向
上
、従
業
員

の
待
遇
改
善
、女
性
・シ
ニ
ア
・
外
国
人

の
活
用
を
視
野
に
入
れ
た
取
組
み
を

検
討
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
に
な
っ
て

く
る
と
考
え
ま
す
。
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※本レポートの詳細版をご希望される方は各お取引店へお問合せください

●（図5）建設技能労働者過不足率の推移（全国）
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（出所）国土交通省「建設労働需給調査結果」を基に作成
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●（図4）建設市場の中長期予測
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単位：兆円 2015年度と
比較したときの
市場規模
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（出所）一般財団法人建設経済研究所「建設経済レポートNo67」の建設投資の中
　　　長期予測において“ベースラインケース（注）”が実現すると仮定した場合の予
　　　測（名目値）を基に作成
（注）経済が足元の潜在成長率並み（実質経済成長率1％弱、名目1％半ば程度）で
　　将来にわたって推移すると仮定したモデル

●（図6）就業者年齢構成割合（全産業・建設業）

（出所）総務省「平成30年 労働力調査年表」を基に作成
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